
令和７年２⽉

農産局農業環境対策課

GAPの必要性・有効性について



 GAP（Good Agricultural Practices︓農業⽣産⼯程管理）は、農業⽣産の各⼯程の実施、記録、点検及び評価を⾏うことに
よる持続的な改善活動のこと。

 農林⽔産省では、「⾷品安全」、「環境保全」、「労働安全」、「⼈権保護」、「農場経営管理」の５分野を含むGAPを国際⽔準GAP
と呼称し、ガイドラインを策定し普及を推進している。

計画 実施 評価点検・記録

改善を繰り返す

国際⽔準GAPの５分野

GAP（ギャップ）とは

危険な作業はスイッチを止めてから行う（巻き
込まれ防止）農薬空容器は分別して処理

環境保全食品安全 労働安全 農場経営管理人権保護

掲示物には外国人技能実習生の
母国語を併記

・⾷品安全に係るリスク管理
・使⽤する⽔のリスク管理
・異物混⼊の防⽌
・農薬の適正使⽤と記録
・農産物取扱施設の衛⽣管理

集出荷作業における服装（マスク、布巾・手
袋等の着用）のルール化

・労働安全に係るリスク管理
・機械・設備の点検・整備
・作業安全⽤の保護具の着⽤
・農場内の整理整頓、清掃
・農薬の適切な取扱と保管

・労働者への労働条件の提⽰と遵
守
・家族間の⼗分な話し合いに基づ
く家族経営の実施
・技能実習⽣等の受⼊に係る環
境整備

・環境負荷に係るリスク管理
・温室効果ガス削減の取組
・⼟づくりや施肥設計を通じた⼟壌
管理
・総合的病害⾍・雑草管理
（IPM）の実施
・廃棄物の適正処理・利⽤

・基本情報の整理
・業務毎の責任者の配置と農場
ルールの策定
・トレーサビリティの確保と記録の作
成・保存
・クレームへの対応⼿順の策定

ほ場等の情報を地図とともにパ
ソコンで整理

（取組事項の例） （取組事項の例）（取組事項の例） （取組事項の例） （取組事項の例）
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国内におけるさまざまなGAP（各ＧＡＰの構成、特徴）
GLOBALG.A.P.

農林水産省
共通基盤ガイドライン

準拠GAP

JGAP
ASIAGAP

⾷品安全（異物混⼊の防⽌、農薬の適正使⽤・保管、使⽤する⽔の安全性の確認等）

環境保全（適切な施肥、⼟壌浸⾷の防⽌、廃棄物の適正処理・利⽤等）

労働安全（機械・設備の点検・整備、薬品・燃料等の適切な管理、安全作業のための保護具の着⽤等）

⼈権保護（強制労働の禁⽌、差別の禁⽌、技能実習⽣の適切な労働条件の確保等）

農場経営管理（責任者の配置、教育訓練の実施、内部点検の実施等）

商品回収テストの実施等

「GAPをする」

「GAP認証をとる」農林水産省国際水準GAPｶﾞ
ｲﾄﾞﾗｲﾝ

農林水産省共通基盤ｶﾞｲ
ﾄﾞﾗｲﾝ準拠GAP GLOBALG.A.P.ASIAGAPJGAP

FoodPLUSGmbH
（ドイツ）

一般財団法人日本GAP協会農林水産省都道府県等運営主体

約44万円＋旅費約15万円＋旅費約10万円＋旅費－－
審査費用の目安

（個別認証の場合※1）

○○○
－

（大会後策定）
△（都道府県の確認がある場

合）

東京2020大会
調達基準

〇〇〇
△（都道府県の確認がある場

合）
－

大阪・関西万博
調達基準

青果物・水産養殖の
一部※3青果物・穀物・茶－－－GFSI※2承認

753
（世界：192,998）

1,9354,792－－
認証取得経営体数

（国内農畜産業）※4

農林水産省は、令和４年３月に国際水準GAPガイドラインを策定

するとともに、共通基盤ガイドラインを廃止※5。都道府県に対し
て、都道府県GAPを存続する場合は、令和７年３月までを目途
に、国際水準GAPガイドラインに準拠するよう基準の改定を求め

ている。

備考

農林水産省国際水準
GAPガイドライン

2

※１ 個別認証のほか団体認証があり、団体認証では審査が全員ではなく抽出で行われ、団体事務局への審査も行われる。グループ
が大きくなるほど、個々の経営体の経費負担は縮小する。

※２ GFSI（Global Food Safety Initiative ）とは、グローバルに展開する小売業者・食品製造業者等が集まり、食品安全の向上と消費
者の信頼強化に向け発足した組織 （CGF（The Consumer  Goods Forum)の下部組織）。

※３ GLOBALG.A.P.の青果物にはSmartとGFSの2つの規格が存在する。GFSI規格と同等性確認されているのはGFS規格である。穀物
と茶については、市場からの要請が少ないため同等性確認は行われていない。

※４ JGAP及びASIAGAPは令和６年３月末現在、（一財）日本GAP協会公表。GLOBALG.A.P.は令和５年１２月末現在、(一社)GAP普及
推進機構公表。複数の認証を取得している経営体については重複計上。

※５ 共通基盤ガイドラインは廃止したが、共通基盤ガイドライン準拠の効果については令和７年３月まで有効。



我が国における国際⽔準GAPの推進⽅策（令和４年３⽉策定）の概要

• 東京オリパラ大会における食材の調達基準とし
てGAP認証等が採用されたことも契機に GAPの
取組が全国で拡大

ＧＡＰを取り巻く情勢

食料・農業・農村基本計画（令和２年３月閣議決定）に掲げる

「令和12年までにほぼ全ての産地で国際⽔準GAPを実施」の実現

基本⽅針

 国際水準GAPに取り組むことで、農業者自らがSDGsに貢献できることを理解し、
これを実需者・消費者にも広く発信。

 国際水準GAPガイドラインの策定により我が国共通の取組基準を明確にするとと
もに、都道府県GAPの国際水準への引上げを進め、国と都道府県が一体となっ
て国際水準GAPの取組を推進。

〇国際⽔準GAPの取組内容の標準化

推進に向けた具体的な取組

〇GAPに取り組む農業者のメリットの明確化

〇GAP指導体制の強化、⾯的取組の拡⼤ 〇実需者・消費者のGAPの認知度向上

 国際水準GAPガイドラインを策定し、我が国共通の取組
基準を示す。

 ガイドラインに基づき取り組むべき標準的な内容を具体
的に提示した解説書を策定。

実需者や消費者に取組が評価され、事業活動や
購買活動につながる

経営改善や取引での利⽤など取組データの
活⽤の幅が広がる

 取組データのデジタル化を促進し、簡易に記録・活用で
きるアプリなどの導入・利用拡大を図る。

 農業者のSDGsや環境負荷低減等への貢献を見える化
し、情報発信できる仕組みを構築。

 SDGsへの貢献を見える化し、実需者との取引や消費者
へのアピールに活用。

 GAPパートナーや関係省庁と連携して消費者に対して
「GAP＝農業のSDGs」を情報発信。

 コーチング技術やデータ活用に関する知識などを習得
するためのGAP指導員向け研修を実施。

 JA等と連携した団体での取組を推進するため、GAP指
導員の指導力向上や団体認証の取得支援を実施。

効果的な指導と⾯的にまとまった取組
により、産地での取組を拡⼤

新たにGAPを導⼊する農業者であっても、
⼾惑うことなく取組を実践

⾷品
安全

労働
安全

⼈権
保護

環境
保全

• 輸出の拡大等で取引のグローバル化が進展し取
引先は労働者の人権保護に配慮した原料調達を
重視

• スマート農業の社会実装が現実のものとなり、
農業への情報通信技術の導入が進展

• みどりの食料システム戦略に基づく生産力向上
と持続性の両立を目指す施策の推進

• SDGs(持続可能な開発目標)への世界的な関心が
髙まり、環境保全や人権保護等への配慮が重要
な行動規範として浸透

今後、農業の持続可能性を確保するためには、⾷品安全、
環境保全、労働安全のほか、
• 国際的に求められる⼈権保護への配慮
• 農場経営管理の実践とデータの利活⽤を含めた

国際⽔準GAPの取組が必要

0

5000

10000(経営

体)

JGAP ASIAGAP グローバルGAP

約8,000経営体
まで拡⼤8,000

4,000

GLOBALG.A.P.

H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 R3.3

農場
経営管理
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GAP認証の普及状況

 国内における農畜産業のGAP認証取得経営体数は、JGAP、ASIAGAP、 GLOBALG.A.P.で合計7,738経営体（令和６年３⽉末時点）

農林⽔産省農業環境対策課調べ

1,288 1,288 
317 317 

208 

3,504 

100 

1,618 

1,496 

4,792 

417 

1,935 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

認証数 経営体数 認証数 経営体数

JGAP ASIAGAP

個別認証 団体認証

※ ⻘果物、穀物、茶、畜産に係る認証経営体数（国内のみ）
※ 複数の認証を取得している経営体については重複計上。
※ GLOBALG.A.P.の経営体数について、H30.3はH29.12時点、R3.3はR2.12時点、

R4.3はR3.12時点、 R5.3はR4.12時点、R6.3はR5.12時点。

3,519 
2,785 2,851 

4,315 
4,983 4,930 4,885 5,054 

582 
1,415 1,869 

2,379 
2,403 2,253 2,136 1,931 

480 651 
702 

669 
692 794 794 753 

4,581 4,851 
5,422 

7,363 
8,078 7,977 7,815 7,738 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 R3.3 R4.3 R5.3 R6.3

GAP認証取得状況（経営体数）

JGAP ASIAGAP GLOBALG.A.P.

JGAP・ASIAGAPにおける
個別認証・団体認証の内訳

※ 令和６年３⽉時点
※ ⻘果物、穀物、茶に係る認証数及び認証経営体数（国内のみ）
※ 複数の認証を取得している経営体については重複計上



5※ 農林⽔産省農業環境対策課調べ（令和５年度末時点、都道府県から聞き取り）

GAP指導体制の強化と指導への⽀援

 地域における、⾼い⽔準でGAPを指導できる者（指導員注）の育成を⽀援。指導員の数は、令和5年度末時点で、全国で4,146名。
 これらの指導員が農業者に国際⽔準GAPを普及する活動も⽀援しており、国際⽔準GAPを実施する農業者の数は増加している。

（⼈）

注︓指導に必要な知識を習得するための研修を受講し、3件以上の指導実績がある者

290人

2,089人
2,938人 3,273人 3,626人 3,816人 4,146人

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

当初

(H29.6)

H31.3 R2.3 R3.3 R4.3 R5.3 R6.3

全国における指導員数の推移

※１ 都道府県による指導等を受け国際⽔準GAPを実施する農業者数を集計
※２ 関係団体に対する聞き取り数値

R6.3R5.3R4.3R3.3

44,64733,55624,65317,388国際⽔準GAPを実施
する経営体数※１

7,7387,8157,9778,078うち認証取得
経営体数※２

国際⽔準GAPを実施する農業者数



 国際⽔準GAPガイドラインに基づいて国際⽔準GAPの指導
を⾏う際のヒント集。各取組事項の解説や、具体例と想定さ
れる対策等を含む。

 農場内の整理・整頓や、リスク管理をはじめ、国際⽔準GAP
ガイドラインを活⽤して国際⽔準GAPを実践する際のポイント
を解説した資料

国際⽔準GAPの普及ツールの整備

 GAPとは何か、実践するメリット、国際⽔準GAP
の５分野についてなど、GAPの基礎を学べる学習
ツール。動画、テキスト、理解度テストから構成

これから始めるGAP

※ 農業者の活⽤も可能

国際⽔準GAPガイドライン解説書 国際⽔準GAPガイドライン
指導マニュアル
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 農業者による⾃学⾃習や、指導員による指導活動をサポートするため、普及ツールを整備

URL:
https://www.maff.go.jp/
j/seisan/gizyutu/gap/gap
_guidelines/index.html

URL:
https://www.maff.go.jp/
j/seisan/gizyutu/gap/gap
_guidelines/index.htmlURL:https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/gap

/online_kensyu.html



7https://www.jadea.org/gapmatching/

国際⽔準GAPを実践する農業者と実需者のマッチング促進事業

調達したいGAP農産物に
関する情報を⼊⼒することで、
該当する農産物を簡単に検索
できる︕

認証を取得しているGAP農産物に
関する情報を登録することで、
GAPの取組を実需者にPRできる︕
登録料は無料︕

検索結果例

販売作⽬名
地域
提供可能時期
GAP種類
等を⼊⼒

農業者 実需者

 国際⽔準GAPに取り組む農業者と実需者を結ぶマッチングサイトを令和６年３⽉に開設。
 今後、実需者や農業者への更なる周知を図ることで、GAP農産物の取引量拡⼤を⽬指す。

農業者と実需者との関係構築を促進

マッチング

HP抜粋「GAP農業者と実需者を結ぶGAPマッチングサイト」



GAP認証農産物に関⼼を有する実需者
 農林⽔産省は、GAP認証農産物を取り扱う意向を有する実需者を「GAPパートナー」として募集し、Webサイトに掲載。実需者・消費者の理解促進・需要喚

起のため、実需者と産地の関係構築を推進（令和6年8⽉末時点︓71社）

「GAPパートナー」の取組やお問い合わせ先等の詳
細情報については、GAP情報発信サイト「Goodな農
業！GAP-info」に掲載しております。

Goodな農業！GAP－info

8

28
38

55

66 70

0

20

40

60

80

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

GAPパートナー登録社数

※いずれも年度末時点

（社）



⼤阪・関⻄万博への対応について

9

 令和５年７⽉に公表された「持続可能性に配慮した調達コード(第２版)」のうち「持続可能性に配慮した農産物の調達基準」では、東京2020オリンピッ
ク・パラリンピック競技⼤会（以下、「東京2020⼤会」）の調達基準と同様、主としてGAP認証農産物が調達基準の要件への適合度の⾼い農産物とし
て位置付けられている。

 ⼤阪・関⻄万博の来場想定者数は約2,820万⼈、期間は2025年4⽉13⽇〜10⽉13⽇の184⽇間と、東京2020⼤会よりも規模が⼤きく、期間が
⻑いため、必要となる⾷材量も東京2020⼤会よりも多いと⾒込まれる。

 ⼤阪・関⻄万博での国産農産物の調達割合を少しでも⾼めるため、⼤阪・関⻄万博向けのGAP認証農産物等の産地の掘り起こしを積極的に進める必
要がある。

（参考）東京2020⼤会での農産物の調達状況⼤阪・関⻄万博における農産物の調達基準（概要）

単位︓t

果物

※2020年東京オリンピック･パラリンピック競技⼤会組
織委員会の公表情報に基づき農林⽔産省にて整理。

⽶ 野菜

国産割合︓82%

国産割合︓41%

国産割合︓100%

GAP認証等

都道府県GAP

その他

82%
(56.3t)

18%
(12.0t)

0%
(0.2t)

0%
(0.3t)

94%
(116.0t)

6%
(7.3t)

22%
(40.4t)

19%
(34.3t)

59%
(107.2t)
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対象 博覧会協会、ライセンシー注１及びパビリオン運営主体等注２が提供する飲⾷
サービスに使⽤される、農産物の⽣鮮⾷品及び農産物を主要な原材料とする
加⼯⾷品

要件 以下の点について、⽣産国の関係法令等に照らして適切な措置が講じられて
いること
１．⾷品安全の確保
２．周辺環境や⽣態系と調和のとれた農業⽣産活動の確保
３．作業者の労働安全の確保
４．作業者の⼈権保護の確保

要件への適合度が⾼い農産物

1. GLOBALG.A.P.、ASIAGAP、JGAP、⼜は博覧会協会が認める認証スキームによ
る認証を受けて⽣産された農産物

2. １の農産物以外を必要とする場合は、国際⽔準GAPガイドラインに準拠したGAPに
基づき⽣産され、公的機関による第三者の確認を受けて⽣産された農産物

3. １、２の農産物以外を必要とする場合は、環境負荷の低減に取り組むことについて公
的機関等による第三者の確認を受けて⽣産された農産物（有機農業により⽣産された
農産物も認める。）

注１︓公式ライセンス商品を製造・販売等する事業者
注２︓各国政府、国際機関、企業、地⽅⾃治体等

※持続可能性に配慮した調達コード（第2版）（令和５年７⽉31⽇公表）を基に農林⽔産省農産局農業環境対策課GAP推進グループが作成



GAP認証農産物を調達基準の要件への適合度の⾼い農産物として位置付けている⼤会等

愛知・名古屋2026大会 2027年国際園芸博覧会

⼤会期間
2026年９⽉19⽇（⼟）〜10⽉４⽇（⽇）

メイン会場
名古屋市瑞穂公園陸上競技場（愛知県名古屋市）

選⼿団（選⼿・チーム役員）
最⼤15,000⼈ 出典︓愛知・名古屋2026⼤会HP 出典︓公益社団法⼈2027年国際園芸博覧会協会HP

⼤会期間
2027年３⽉19⽇（⾦）〜９⽉26⽇（⽇）

開催場所
旧上瀬⾕通信施設（神奈川県横浜市）

参加者数
1,500万⼈

農産物の調達基準

(1) ⾷材の安全を確保するため、農産物の⽣産に当たり、⽣産される国⼜は
地域における関係法令等に照らして適切な措置が講じられていること。
(2) 周辺環境や⽣態系に配慮した農業⽣産活動を確保するため、農産物
の⽣産に当たり、⽣産される国⼜は地域における関係法令等に照らして適切
な措置が講じられていること。
(3) 作業者の労働安全を確保するため、農産物の⽣産に当たり、⽣産される
国⼜は地域における関係法令等に照らして適切な措置が講じられていること。
(4) 作業者の⼈権保護を確保するため、農産物の⽣産に当たり、⽣産される
国⼜は地域における関係法令等に照らして適切な措置が講じられていること。

・GLOBALG.A.P.、ASIAGAP、⼜は JGAP 認証を受
けている
・農林⽔産省作成の「国際⽔準 GAP ガイドライン」に準
拠した GAP に基づき⽣産され、都道府県等公的機関に
よる第三者の確認を受けている

（2027年国際園芸博覧会 持続可能性に配慮した調達コード）

要件 要件への適合度が⾼い農産物
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